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○
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

　
者
負
担
割
合
が
変
更

　
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
利
用
者

（
要
介
護
認
定
者
）
の
負
担
割

合
は
、
一
割
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、
八
月
か
ら
、
六
十
五
歳
以

上
の
方
で
一
定
以
上
の
所
得
が

あ
る
方
の
負
担
割
合
が
、
二
割

に
変
更
さ
れ
ま
す
〈
図
１
〉
。

　
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
る

方
全
員
に
、
負
担
割
合
を
記
載

し
た
「
介
護
保
険
負
担
割
合

証
」
を
交
付
し
ま
す
の
で
、
介

護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る

際
に
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業

者
に
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

○
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
の
利

　
用
者
負
担
限
度
額
を
見
直
し

　
八
月
利
用
分
以
降
、
現
役
並

み
所
得
者
（
同
一
世
帯
に
六
十

五
歳
以
上
で
課
税
所
得
百
四
十

五
万
円
以
上
の
方
が
い
る
方
）

の
負
担
上
限
額
が
、
月
額
三
万

七
千
二
百
円
か
ら
月
額
四
万
四

千
四
百
円
に
見
直
さ
れ
ま
す
。

○
介
護
保
険
施
設
入
所
者
な
ど

　
の
食
費
・
居
住
費

　
介
護
保
険
施
設
に
入
所
ま
た

は
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
を
し
た
場

合
、
食
費
や
居
住
費
の
利
用
者

負
担
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

▼
対
象
　
市
民
税
非
課
税
世
帯

　
に
属
す
る
方
。
た
だ
し
、
世

　
帯
を
別
に
し
て
い
る
配
偶
者

　
が
市
民
税
課
税
者
の
場
合
や
、

　
預
貯
金
な
ど
の
額
が
単
身
で

　
一
千
万
円
、
夫
婦
で
二
千
万

　
円
を
超
え
る
場
合
は
、
対
象

　
に
な
り
ま
せ
ん
。

○
社
会
福
祉
法
人
に
よ
る
利
用

　
者
負
担
額

　
社
会
福
祉
法
人
が
提
供
す
る

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し

た
場
合
、
介
護
費
・
食
費
・
居

住
費
の
利
用
者
負
担
額
の
一
部

が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

▼
対
象
　
市
民
税
非
課
税
世
帯

　
に
属
す
る
方
で
、
年
間
収
入

　
が
単
身
世
帯
で
百
五
十
万
円

　
以
下
な
ど
、
五
つ
の
要
件
全

　
て
に
該
当
す
る
方

○
旧
措
置
入
所
者
の
利
用
者
負

　
担
額

　
介
護
保
険
制
度
開
始
前
か
ら

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
入
所

し
て
い
た
低
所
得
者
（
旧
措
置

入
所
者
）
が
、
介
護
福
祉
施
設

サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
場
合
、

旧
措
置
時
の
費
用
に
応
じ
て
、

介
護
費
・
食
費
・
居
住
費
の
利

用
者
負
担
額
が
減
免
さ
れ
ま
す
。

○
案
内
（
共
通
）

　
軽
減
な
ど
を
受
け
る
に
は
、

認
定
証
な
ど
が
必
要
で
す
の
で
、

該
当
す
る
方
は
、
同
課
ま
た
は

各
地
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
に

申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　
す
で
に
お
持
ち
の
方
は
、
七

月
末
日
で
有
効
期
限
が
満
了
し

ま
す
の
で
、
八
月
三
十
一
日
㈪

ま
で
に
更
新
手
続
き
を
し
て
く

だ
さ
い
。

　本年８月から、介護保険サービスの利用者負担が
変更されます。今月号では変更の概要と、利用者負
担軽減などの制度について、お知らせします。

利用者負担が変更
○お問い合わせ
　長寿介護課
　介護保険係
　☎22‒1193

八
月
か
ら

利
用
者
負
担
が
変
更

利
用
者
負
担
を

軽
減
・
減
免

介護保険
サービス

こども家庭課子育て世帯臨時特例給付担当
　　　　　　　　　　　　　　　☎27‒8570

子育て世帯臨時特例給付金を支給

▶支給対象者　本年５月31日現在で本市に住民登
　録があり、本年６月分の児童手当を受給される
　方（平成26年の所得が、児童手当の所得制限限
　度額未満の方）
▶対象児童　本年６月分の児童手当の対象となる
　児童（臨時福祉給付金の対象となる児童や、生
　活保護を受給している児童を含む）
▶支給額　対象児童一人につき３千円
▶申請方法　６月上旬に郵送する児童
　手当現況届の子育て世帯臨時特例給
　付金申請書欄に必要事項を記入し、
　各地区保健福祉センター、各支所
　（内郷支所を除く）へ持参提出
▶申請期限　９月30日㈬

〈図１〉65歳以上の方の利用者負担割合

以上

１割負担

１割負担

２割負担

未満

以上

未満

本人の合計
所得金額が
160万円

同一世帯の65歳以上
の方の年金収入＋そ
の他の合計所得金額
　単身：280万円
　2人以上：346万円

　
市
は
こ
れ
ま
で
、
住
宅
の
建

設
ま
た
は
購
入
に
係
る
借
入
金

の
利
子
や
、
移
転
費
用
、
津
波

被
災
区
域
に
お
け
る
宅
地
の
か

さ
上
げ
工
事
費
に
つ
い
て
、
補

助
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　
今
回
新
た
に
、
宅
地
の
取
得

に
係
る
借
入
金
の
利
子
に
対
す

る
補
助
〈
表
１
〉
を
追
加
し
ま

し
た
。

 

補
助
の
対
象
者
は
、
平
成
二

十
三
年
三
月
十
一
日
時
点
で
、

東
日
本
大
震
災
の
津
波
に
よ
り
、

被
災
し
た
地
域
内
の
持
ち
家
住

宅
に
居
住
し
て
い
た
方
、
ま
た

は
同
居
し
て
い
た
親
族
の
方
に

加
え
て
、
「
持
ち
家
住
宅
に
居

住
し
て
い
た
方
の
た
め
に
住
宅

再
建
費
用
を
負
担
し
た
親
族
の

方
」
も
対
象
と
し
ま
し
た
。

　
こ
の
ほ
か
、
次
の
全
て
の
要

件
を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

○
補
助
対
象
者
要
件

・
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
津
波

　
で
、
居
住
し
て
い
た
持
ち
家

　
住
宅
が
全
壊
、
大
規
模
半
壊
、

　
ま
た
は
半
壊
の
被
害
を
受
け
、

　
や
む
を
得
ず
住
宅
を
解
体
し

　
た
方
で
、
本
市
内
で
住
宅
を

　
新
た
に
建
設
、
ま
た
は
購
入

　
す
る
方

・
防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
お

　
よ
び
、
が
け
地
近
接
等
危
険

　
住
宅
移
転
事
業
の
対
象
と
な

　
ら
な
い
方

・
市
税
を
完
納
さ
れ
て
い
る
方

・
暴
力
団
員
お
よ
び
社
会
的
非

　
難
関
係
者
で
な
い
方

　
す
で
に
住
宅
を
取
得
し
て
い

る
方
、
ま
た
は
再
建
し
た
住
宅

の
宅
地
を
購
入
し
た
方
で
も
、

対
象
と
な
る
場
合
は
、
さ
か

の
ぼ
っ
て
補
助
を
行
い
ま
す
。

　
補
助
の
申
請
期
限
は
平
成
三

十
二
年
九
月
末
日
と
な
り
ま
す
。

申
請
の
際
は
、
事
前
に
電
話
で

予
約
し
て
く
だ
さ
い
。
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○
予
約
・
お
問
い
合
わ
せ

　
建
築
指
導
課
指
導
係

　
☎
22
・
7
5
1
6

津
波
被
災
住
宅
再
建
の

　
　
　
　支
援
制
度
を
拡
充

障がいのある方に防災ラジオを給付

　市は、地域防災力を強化し、障がい者の安全・安
心を確保するため、防災ラジオを給付しています。
▶対象　次のいずれかに該当する方（学齢児以上）
・身体障害者手帳１・２級を所持する方
・療育手帳Ａを所持する方
・精神障害者保健福祉手帳１級を所持する方
・特定疾患医療受給者証を所持し、重症認定を受け
　ている方
・障がいのある方で、避難行動要支援者名簿に登録
　している方
▶申込方法　印鑑および身体障害者手帳などを持参
　し、各地区保健福祉センター窓口で
※市民税課税世帯の方は、自己負担（製品価格の１
　割）が発生します。

障がい福祉課支援係　☎22-7485
地区集会所の修繕費を補助

　自治会・町内会・地区が所有して
いる集会所の修繕を行う場合、市が
費用の一部を補助します。
▶対象　集会所の屋根のふき替えや
　外壁塗装、床の張り替え、出入り
　口の段差解消、トイレの改修など
▶補助額　補助対象経費の１／２以
　内（上限100万円）
▶申込方法　事前に同課へ相談の上、
　申請書を提出
▶申込期限　６月30日㈫
※軽微な修繕や備品類の購入は、補
　助対象となりませんので、詳しく
　は同課へお問い合わせください。

市民協働課協働推進係　☎22-7414

　
市
は
平
成
二
十
五
年
八
月
か
ら
、
東
日
本
大
震
災
の
津
波
で
滅
失
・
損
壊
し

た
住
宅
の
再
建
を
支
援
す
る
た
め
、
住
宅
再
建
費
用
の
一
部
を
補
助
し
て
き
ま

し
た
。
今
回
、
そ
の
支
援
内
容
を
拡
充
し
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

補
助
対
象
者
を
拡
充

補
助
対
象
事
業
を
追
加

〈表１〉宅地購入事業

補助対象経費

宅地の購入に係る
金融機関からの借
入金の利子に相当
する額

１戸当たり
147万円

補　助
限度額


